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企業のDX推進とデジタル人材育成の関係

「企業のDX推進」と「デジタル人材の育成」を両輪で推進していくことが重要。

人材供給

人材需要

両輪

デジタル人材育成・確保

デジタルスキル標準

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウェア
エンジニア

デザイナー
サイバー
セキュリティ

国家試験

・ITパスポート試験
・基本情報技術者試験
・情報処理安全確保支援士
試験等

デジタル人材育成プラットフォーム

（3層）地域企業協働プロ
グラム

（2層）ケーススタディ教育
プログラム

（1層）オンライン教育サイト

企業のDX推進

デジタルガバナンス・コード

取
組
段
階
に
応
じ
た
施
策

中堅・中小企業等 大企業

DXに取り組む企業の表彰制度

D
X

支
援
ガ
イ
ダ
ン
ス

DXのためのビジョン・戦略・体制等が
整った事業者を認定

DX推進指標
現状把握としてDXの取組状況を
チェックする自己診断指標の提供
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15.1%

2024年度

（n=1,535）

2023年度

（n=1,013）

2022年度

（n=543）

全社的にDXに取り組んでいる 一部の部門でDXに取り組んでいる 部署ごとにDXに取り組んでいる

取り組んでいない 創業からデジタル事業をメインにしている 分からない

DXに取り組む企業は着実に増加している

DXの取組状況（経年変化）

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向調査2025（本文）」を基に経済産業省にて作成
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DXの取組成果が出ていない

DXの取組成果（経年比較・国別）

（注）DXへの取組の設問で「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」を選択した企業が対象
出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向調査2025（本文）」を基に経済産業省にて作成
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成果が出ている 成果が出ていない わからない
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DXに取り組む中小企業は企業価値を高めている

－500 0 500 1,000 -10% 0% 10% 20%

（千円/人）

ΔLP=824

（N=163）

（N=835）

（N=584）

（N=120）

ΔLP=262

+13.8%

+2.8%

ΔLP=-48

ΔLP=-39

-2.9%

-5.9%

労働生産性の変化 売上高の変化

段階4
DX

段階３
デジタライ
ゼーション

段階２
デジタイ
ゼーション

段階１
未着手

注：⊿LP＝労働⽣産性の変化
労働⽣産性=（営業利益+⼈件費+減価償却費+賃借料+租税公課）／従業員数
労働⽣産性の変化及び売上⾼の変化率はそれぞれ中央値を集計

出典：東京商⼯リサーチ「令和3年度中⼩企業の経営戦略及びデジタル化の動向に関する調査に係る委託事業 報告書」（2022年3⽉）を基に作成
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DXセレクション
⚫ デジタルガバナンス・コードに沿った取組を通じてDXで成果を創出している、中堅・中小企業
等のモデルケースとなる優良事例を選定。

⚫ 優良事例として地域内や業種内で横展開されており、中堅・中小企業等のDX推進及び各地域で
のDX推進の取組の活性化につながっている。

グランプリ

企業名 所在地

株式会社近藤商会 北海道

株式会社ヒバラコーポレーション 茨城県

株式会社コプロス 山口県

準グランプリ

優良事例

企業名 所在地

株式会社後藤組 山形県

企業名 所在地

有限会社道環 北海道

株式会社クリーンシステム 山形県

株式会社メコム 山形県

株式会社ヒカリシステム 千葉県

株式会社トーシンパートナーズ
ホールディングス

東京都

株式会社池田組 富山県

株式会社樋口製作所 岐阜県

内藤建設株式会社 岐阜県

株式会社eWeLL 大阪府

株式会社モリエン 兵庫県

株式会社白海 福岡県

DXセレクション2025 企業一覧
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• 関連子会社であるトーシンコミュニティーによる早期賃貸付けを
実現するため、AIモデルを開発する「IntelliRent」プロジェクト
を実施。過去の賃貸契約データを用いてAIモデルを作成し、最適
な募集条件を提案することで効率的な賃貸付けが可能となった。

• Azure OpenAIを活用したテキスト生成AI「ChatTPG※」を内
製開発。個人の業務生産性向上を図るため名や親しみやすいキャ
ラクター「ちゃっぴー」などにより、全社への啓蒙を進めている。
 ※ TPG=TOHSHIN PARTNERS GROUPの略

• クラウドシフトへの実現手段として、認証IDの統合を進め、柔軟
かつ拡張が容易なクラウドストレージ（Box）を導入、さらに、
ネットワーク防御型から、ゼロトラストセキュリティへの移行を
実現した。

• これまで外部ベンダーに依存してきたスマートロックの活用にお
いて、M&AによるIoTデバイスベンダーの子会社化に踏み切るこ
とで、新市場、新商品サービスの創出につながる体制を構築。

株式会社トーシンパートナーズホールディングス（不動産業）／東京都武蔵野市

企業概要（URL）

https://www.tohshin-hd.co.jp/

• AIモデルの導入により物件の平均空室期間を11日短縮。年間約
4,700万円の不稼働損削減効果をもたらしている。なお、AI導入
前と比較して、賃料引上げも同時に実施することができており、
相乗効果を生んでいる。

• 内製により、従業員がセキュアに生成AIを活用できる環境を整備。
アップデートも行い、利用ユーザーを着実に伸ばし、個人の業務
生産性の向上に一役買っている。

• ゼロトラストやクラウドサービスによりITインフラ管理コストを
削減。運用の簡素化を実現した。また、統合された認証IDにより、
従業員はシームレスに複数のサービスにアクセスできるなど、利
便性が向上し、企業全体のパフォーマンス向上に寄与している。

• M&Aにより、これまでグループ内にはなかった、スマートデバイ
ス等のハードウェア開発とそれを活用した新市場参入への足がか
りを作ることが出来た。

資本金 従業員数 代表者

100百万円 49名 千代谷 直之

■ DXの取組プロジェクト等 ■ DX推進の成果

事業概要

株式会社トーシンパートナーズホールディングスは、不動産の企画・
開発・販売・管理を行う企業であり、主に都心部のマンションで事業
展開している。また、オーナー様や入居者様専用アプリの開発・運用
なども自社グループで行っている。

グランプリ 準グランプリ 優良事例
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■DX実現に向けたプロセス

• DXリテラシー標準（DX基礎スキル）を基に、当社の求めるリテラシー項目を「マインドスタンス」「業務改善力」「データ分析力」として
定義し、2025年度末までに当社で定めた基準達成者をグループ全体で60名育成する計画を立て現在実施中。

• 2024年は「DXリテラシー研修」と題して、当社グループの約80名を対象としたe-ラーニングによるインプットの研修、またそのアウトプッ
トとして業務改善力とデータ分析力の外部研修を実施した（2025年よりDX推進スキル標準項目の研修も実施予定）。

■ DX推進体制（人材の育成・確保の取組／外部の支援機関等の活用）

• ミッション実現に向けて、グ
ループ一丸となって変革に向
けたDXを推進し、デジタル
技術とデータの活用によって、
新領域の探索と既存領域の深
耕をめざすべく、ビジョン
2025として「新たな成功の
カタチとさらなる安心をつく
る」を策定した。

• ノーコード開発ツールによる
業務改善のスピードアップの
ために、現場主導での取組を
目指したエバンジェリストの
育成及び全社員を対象とした
DXリテラシー研修を実施し、
意識改革を進めた。

• 内製によるデータ分析研修
（ExcelやBI）やLMSも活用
した学びの環境を整備。

• 基幹システムやノーコード開
発によって作成したWEBDB、
各種クラウドサービスからの
データを集約。

• 社内蓄積データを活用した、
AutoM/Lツールによる予測
AIプロジェクトのPoC～本運
用への展開。

• スマートロックブランド
「EPIC」を展開するエナス
ピレーションの当社グループ
へのM&Aにより、既存不動
産ビジネスをスマートホーム
領域へ広げる構想を実現。

意思決定

経営ビジョン・戦略策定

全体構想・意識改革

全社を巻き込んだ変革準備

DX拡大・実現
顧客接点やサプライチェーン

全体への変革の展開

本格推進

社内のデータ分析・活用

• 2024年11月 M&Aによるエ
ナスピレーションの当社グ
ループへの参画、2025年5月
のグループ子会社トーシンコ
ミュニティーのLENZ DXへ
の社名変更などDXへ向けて
事業シナジーを生む体制の構
築を進めた。

• 現場主導のノーコード開発に
よるアプリ開発282件。

• セルフサービスBIツール導入
による現場社員の作成画面数
110画面。

• グループ全体での業務工数
10,712時間削減（RPAツー
ルによる削減も含む）。

• 現場担当者と遠いところで分
析を行うことによる目線のズ
レを極力無くすために、役割
の垣根を超えて、互いの業務
内容理解を追求した結果、時
間はかかったものの相互理解
が高まり、現場の分析力やIT
部門のビジネス理解の向上に
つながった。

• M&Aにより、これまでグルー
プ内にはなかった、スマート
デバイス等のハードウェア開
発とそれを活用した新市場参
入への足がかりを作ることが
出来た。

• グループとして新しい住環境
の提案や、さらなる独自性の
あるアフターサービスの提供
を目指す。

経営者がスピード感を持って
リーダーシップを発揮した事例

身近な部分における取組の
成功体験

DXを進める上での苦労や
行った工夫

将来のビジョンや今後の展望

グランプリ 準グランプリ 優良事例
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（注）DX取組予定で「DXに取組む予定はない」「DXに取り組むか、分からない」と回答した企業が対象であり、「1,001人以上」はn数が1であったためグラフからは除外。
（出典）情報処理推進機構「DX動向2024」を基に作成。

59.0%

46.2%

47.9%

46.2%

34.2%

10.3%

3.4%

43.6%

6.8%

46.2%

53.8%

69.2%

65.4%

34.6%

23.1%

0.0%

26.9%

7.7%

61.9%

57.1%

66.7%

61.9%

28.6%

4.8%

0.0%

14.3%

9.5%

知識や情報の不足

スキルの不足

DX戦略の立案や統括を行う⼈材の不足

DXを現場で推進、実行する⼈材の不足

予算の不足

ITシステムのレガシー刷新が困難

改革に取組む段階ではない

DXに取組むメリットが不明

その他

100⼈以下（n=117） 101⼈以上300⼈以下（n=26） 301⼈以上1,000⼈以下（n＝21）

DXに取り組まない理由

⚫ DX推進の主な課題は、「人材不足」「知識・情報不足」「スキル不足」が上位。

⚫ 今日では、人材の育成確保、経営者・企業の意識改革が本質的に重要となっている。

9



DXを推進する人材の確保状況

⚫ DXを推進する⼈材の「量」及び「質」は米国に比べて圧倒的に不足している。

DXを推進する人材の「量」の確保 DXを推進する人材の「質」の確保

（出典）情報処理推進機構「DX動向2025（本文）」（2025年6月）
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33.9%
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62.1%

49.6%

4.1%
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やや過剰である 過不足はない やや不足している 大幅に不足している わからない
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3.3%

2024年度日本

（n=1,190）

2023年度日本

（n=744）

2022年度日本
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過不足はない やや不足している 大幅に不足している わからない
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⚫経産省・IPAが立ち上げたオンライン教育ポータルサイト。民間講座の内容を審査した上で、スキル標準（スキ
ル・レベル）に紐付け、一元的に提示。現在313社、695講座。

⚫一定レベル以上の認定講座について、厚⽣労働省が定める要件を満たした場合は、専門実践教育訓練給付
（個人向け）、人材開発支援助成金（企業向け）の対象となる。

デジタル
スキル標準

学習コンテンツ提供事業者

等

学習 修了証

利用者（個人・企業）
目指したい⼈材像に向けて、デジタル
スキル標準ベースで整理された学習コン
テンツを使い、学習や社内教育を行う

学習コンテンツ

ビジネスアーキテクト

ソフトウェアエンジニア

データサイエンティストデザイナー

サイバーセキュリティ

講座
検索

DXリテラシー

オンライン教育ポータルサイト「マナビDX（デラックス）」

313社
695講座

コンテンツ
掲載
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企業と協働する実践的学びの機会提供（ケーススタディ、地域企業協働プログラム）

• マナビDXクエストとして、①データ付きのケーススタディ教材を用いて、講師を置かず、人材コミュニティ内で、受講生同士が互いに教え

合い・学び合いながら、架空の企業へのデジタル技術導入を一気通貫で疑似体験するオンライン学習プログラムを実施（年2,000

名規模） 。

• さらに、②上記の修了⽣を中心にチームとなって、DX推進の課題を有する地域中⼩企業の参加を得て、企業と協働し課題解決に取

り組むプログラムを実施（年400名規模）。

• 令和8年度は、過年度実績や類似事例を類型化し実践的な学びに関するノウハウをまとめたガイドラインを作成。自治体や民間事業

者における実践的な学びの取組を促進する。

演
習

要求
定義

要件
定義

ビジネス課題 デジタル化課題(仮称)

意思決
定者
へのプレ
ゼン

プレゼン課題

業務適合
性の検証

トライアル

実装・
運用設計

示唆の
抽出

教材タイプ例
■AIの実装を通じたDXプロジェクトの疑似体験
（需要予測・在庫最適化、不良個所自動検出、⼯数予測）

■データ駆動型の変革推進の疑似体験
（店舗運営型企業の収益改善、製造運輸業の業務最適化）

■顧客視点での新規事業開発や組織変革の疑似体験
（店舗型⼩売業OMOビジネス）

①ケーススタディの流れ（例） ②地域企業協働プログラムの流れ

協働

地域ハブ団体による伴走支援
（全国６団体）

自社のDX推進を
希望する地域企業

受講生チーム
（1チーム4～6人程）

事例①

図面からの
自動見積り

樹脂加⼯業者における加⼯図面からの見
積り自動化のためのAIモデルを提案。 PoC
により見積り属⼈化の解消、所要時間の大
幅短縮が可能であることを確認。

プログラム終了後も協働を継続しシステムを
実装。新規事業化、新規法⼈立ち上げを
実現。

事例②

⼩売業での
データ可視化

販売データの分析と活用方法の確立を目
指し、POSレジシステムからのデータ自動取
得、BIツールを活用したダッシュボードを作成。

社内運用を開始し、各店舗において商品
構成や発注内容の検討に活用。PCやツー
ルの操作が得意でないスタッフも含め全社
的に活用可能に。

取組内容の概要 成果
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